平成17年度大学等発ベンチャー
第二次調査結果について

（平成17年度文部科学省21世紀型産学官連携手法の
構築に係るモデルプログラム）

筑波大学　菊本　虔　　新谷由紀子
Ⅰ　調査の目的と性格

大学・研究所の持っている技術シーズや人材をもとにベンチャーを起こすことはイノベーションの有力な手段であり、新技術や新産業を発展させていく上で今後ますます重要性を増していくものと考えられる。

他方、大学等にとっては、ベンチャーは社会や企業のニーズを知る上で貴重な情報源であり、技術移転を通じての新たな社会貢献の方法でもある。

このような背景から、平成12年度以来、筑波大学が中心となって、大学等発ベンチャーに関する全国調査を毎年実施し、その実態を明らかにしてきた。
平成17年度は、大学等発ベンチャーに関する全国調査の6回目にあたり、これまでの調査結果も踏まえながら、大学等発ベンチャーの所在や特徴、問題点等について整理し、支援施策の在り方の検討に資することとした。
今回の発表は、昨年10月25日に行った第一次調査結果の発表に続く、第二次調査結果の発表である。第一次調査はベンチャーを生み出す側である大学・高等専門学校・大学共同利用機関及び政府系研究施設を対象としたものであるのに対して、第二次調査は、所在の判明した個別のベンチャーを対象とした調査である。
（注）この調査研究は、文部科学省の「平成17年度文部科学省21世紀型産学官連携手法の構築に係るモデルプログラム」の一環として、筑波大学産学リエゾン共同研究センター教授菊本虔、同講師新谷由紀子及び横浜国立大学大学院教授近藤正幸の共同研究により実施したものである。 
Ⅱ　第二次調査結果の概要

１　調査の実施方法

平成17年8月に実施した第一次調査で所在が明らかになった大学等発ベンチャーを対象にアンケート調査を実施し、当該ベンチャーの現状について明らかにした。
（1） 調査時点：平成17（2005）年11月1日
（2） 実施方法：現在活動をしている全国の大学･大学共同利用機関・高等専門学校発ベンチャー計1,089か所及び政府系研究施設発ベンチャー84か所（大学等との重複分19社を除く）、計1,173か所に対し、質問紙票を郵送により配付し、回収した。
（3） 回答件数：
大学・共同利用機関・高専発ベンチャー 275（回答率：25.3％　前年度30.3％）
政府系研究施設発ベンチャー　　　　　  31（回答率：36.9％　前年度40.9％）
　　　　　　　　　　　計　  　　　　　　  306（回答率：26.1％　前年度31.0％）  

２　大学等発ベンチャーの平均像

（大学共同利用機関発ベンチャーは第一次調査で2社判明していたが、第二次調査ではこの企業からの回答は得られなかったため、以下の記載には、大学共同利用機関発ベンチャーは含まれない。また、以下の説明部分は、サンプル数の少ない政府系研究施設発ベンチャーを除いているので、大学・高専発ベンチャーのデータのみを扱う。）

第二次調査についてまとめると、大学等発ベンチャーの平均像は、表1のとおりである。昨年度と比べて、全般に大きな変化はないが、資本金・社員数・売上高の平均値が若干減少し全体に小振りになっているものの、経常利益は改善をみせている。経常利益で赤字を出しているベンチャーは、昨年度調査の44％から37％に減少している。
設立年別に企業の経常利益の状況を示したものが図1である。1,000万円以上の経常利益を上げている企業は、どの設立年にもみられるが、2002年の設立をピークに、その前後で赤字の企業が多い。設立直後から3～4年は、軌道に乗せる重要な期間といえる。

また、売上高が5,000万円以上の企業は、1999年以前に設立された企業である。ベンチャーは設立から少なくとも6年以上経過しないと大幅な利益を上げて安定する段階にまで達しないということができる。

表１　大学等発ベンチャーの平均像

	内　容
	大学･高専
	政府系研究施設

	
	Ｈ16
	Ｈ17
	Ｈ16
	Ｈ17

	資本金
	最も多い領域
	1,000万円以上3,000万円未満（32％）
	1,000万円以上3,000万円未満（31％）
	1,000万円以上3,000万円未満（47％）
	1,000万円以上3,000万円未満（52％）

	
	平均
	1億3,000万円
	1億円
	7,100万円
	4,200万円

	社員数
	最も多い領域
	0～9人

（71％）
	0~9人

（77％）
	0～9人

（74％）
	0～9人

（81％）

	
	平均
	9.7人
	7.8人
	6.3人
	6.5人

	売上高
	最も多い領域
	「100万円以上1,000万円未満」と「1,000万円以上3,000万円未満」が各21％
	100万円以上1,000万円未満（25％）、1,000万円以上3,000万円未満（20％）
	100万円以上1,000万円未満（28％）、100万円未満（20％）
	「100万円以上1,000万円未満」と「1億円以上5億円未満」が各28％

	
	平均
	1億900万円
	9,500万円
	9,800万円
	8,000万円

	経常利益
	最も多い領域
	-100万円未満（35%）
	-100万円未満（32％）
	-100万円未満（42％）
	0円以上～100万円未満（36％）

	
	平均
	-1,700万円
	-1,100万円
	-900万円
	-200万円

	発行済

株式数
	最も多い領域
	
	100株以上500株未満（36％）
	
	1,000株以上5,000株未満（35％）

	
	平均
	
	3万3,000株
	
	3万4,000株


図1　設立年別経常利益
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さらに、回答のあった大学等発ベンチャーの業種別割合は図2のとおりで、バイオ・ライフサイエンス（34％）、情報通信（19％）、電子・機械（15％）、ナノテクノロジー･材料（10％）の順に割合が高く、昨年度調査とほぼ同じであるが、情報通信は14％から若干増加している。

このうち、多数を占めたバイオ・ライフサイエンスと情報通信の2分野のベンチャーについて、資本金、売上高、経常利益を調べたところ、図3～5のような結果となった。

これをみると、資本金は、バイオ・ライフサイエンスが「1億円以上10億円未満」が最も多く31％であったのに対して、情報通信は「1,000万円以上3,000万円未満」（40％）が最も多かった。バイオ・ライフサイエンスは高額な資本金である割合が高いが、情報通信は少額の資本金で経営されている割合が高く、格差が大きい。平成16年度調査では、バイオ・ライフサイエンスが「1億円以上10億円未満」が最も多く26％であったのに対して、情報通信は「1,000万円以上3,000万円未満」（30％）が最も多かった。全般に昨年度調査と傾向に変化はないが、両分野とも最も多い領域の割合が高まっている。

一方、売上高は、バイオ・ライフサイエンスが「100万円以上1,000万円未満」と「1,000万円以上3,000万円未満」が各23％で最も多かったのに対して、情報通信は「100万円以上1,000万円未満」が28％、次いで「1,000万円以上3,000万円未満」が24％を占めている。バイオ・ライフサイエンスの場合、資本金は高額であるが、売上高の規模は、情報通信とほぼ同程度である。情報通信の場合は、資本金が少額でも売上高の規模が大きい場合があるといえる。ただし、10億円以上の売上高の規模のあるベンチャーはバイオ・ライフサイエンスにしかなく（3％）、情報通信はそこまでの規模の売上高を上げているものはない（最高額9億円）。平成16年度調査では、バイオ・ライフサイエンスが「1,000万円以上3,000万円未満」（29％）が最も多かったのに対して、情報通信は「1億円以上5億円未満」（21％）と「5,000万円以上1億円未満」（19％）で40％を占めていた。昨年度調査との比較では、バイオ･ライフサイエンスはあまり変化がないが、情報通信の売上高は若干低下傾向にある。
経常利益は、バイオ・ライフサイエンスが「-100万円未満」（49％）が多数を占め、情報通信は「100万円以上1,000万円未満」（37％）と「0円以上100万円未満」（33％）で70％と多数を占めた。経常利益は情報通信分野の方がプラスに転じている割合が高い。平成16年度調査では、経常利益は、バイオ・ライフサイエンスは「-100万円未満」（46％）が多数を占め、情報通信は「0円以上100万円未満」（35％）と「100万円以上1,000万円未満」（32％）で67％を占めていた。昨年度調査と比較すると、バイオ・ライフサイエンスの変化はあまりないが、情報通信の方は、全て3,000万円未満であったのが1億円以上の経常利益を上げている企業が1社（3％）出ている。

以上のようなことから、バイオ・ライフサイエンスの場合昨年度調査とあまり変化はみられず、資本金は巨額になりがちであるが、経常利益が二極化しているという傾向がみられる。一方、情報通信は若干の変化がみられ、資本金が比較的小さく、昨年度調査まで売上げや経常利益はあまり巨額にはなっていなかったのが、大きな経常利益を上げることのできる企業が一部に出てきていることが判明した。
図2　回答企業の業種別割合
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図3　資本金
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図4　売上高
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図5　経常利益
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３　大学等とベンチャーの関係

ベンチャーが大学等から技術移転を受けている場合、起業のもととなった技術は、研究者個人から導入したケース（60％）が多く、ここ数年増加しつつあった「大学等との共有発明･特許」を導入した割合は12％程度の水準でとどまっている。

現在の大学等との関係は、「共同研究」（26％）や「現在も本務として大学に勤務している」（16％）の割合が高い。毎年「共同研究」、「現在も本務として大学に勤務している」、「技術指導を受けている」は高い割合であるが、今年度は第2位と第3位の順位が逆転した形になった。他者に技術指導をしているというよりも、教員自身がベンチャーに関与する形態が増加しているといえる。
大学等からの起業時支援は、「受けた」割合が過半数となった（平成16年度調査：41％→平成17年度調査：63％）。支援を受けた場合には、「役職等の兼業」が最も多く、大幅に増加したことが特徴的である（図6）。
一方、起業後の支援については、58％が「受けた」、35％が「受けていない」で、昨年度調査よりも「受けた」割合が8％増加した。具体的には、昨年度調査同様、「技術等の指導」（40件）や「場所の提供」（38件）、「情報提供、紹介、斡旋、アドバイス」（28件）の割合が高い。なお、「役職等の兼業」（12件）が倍増していることは特徴的である。起業時の方が起業後よりも支援を受ける割合が高く、昨年度調査で最多を占めた「場所の提供」は、依然割合が多いものの、別の支援の提供も多くなってきている。

４　起業の動機とベンチャーを取巻く環境

（1） 起業の動機

起業の動機については、回答件数250件中、多いものから順に、「技術の実用化」128件（51％）、「社会的貢献」68件（27％）、「ビジネスアイディアの商業化」32件（13％）であり、昨年度調査と比較して傾向にあまり変化はないが、「ビジネスアイディアの商業化」が若干減少し、「社会的貢献」が増加していることが特徴的である。また、｢資産の形成｣という回答はなかった。
図6　大学等発ベンチャー起業時の大学等からの支援内容
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（２）　ベンチャーを取巻く環境

起業にあたり、大学等以外の機関に相談したことがあるかという設問には、「公的機関にも民間機関にも行かなかった」とする回答が39％と最も多かったが、公的機関、民間機関共に、「相談に行った」割合は増加している。相談に行った公的機関の内訳は、今年度調査では、都道府県関係が減少し、経産省およびその関係団体が増加していることが特徴的である。
公的機関の支援で役立ったという回答が多かったのが「補助金」や「インキュベータ等の施設利用」、「経営指導」などであった。また、「情報提供」の増加が目立つ。

一方、現在必要な公的機関の支援については、やはり「補助金、資金提供、金融支援」への要請が強い（表2）。そのほか、「税制優遇」や「人的交流の場提供」などの回答も増加している。

５　ベンチャーと外部組織との連携

現在他の企業等外部の組織と連携しているベンチャーは多く、72％である。連携相手は主に国内企業で、国内大学、海外企業の順に続いている。

また、現在、製品・サービスの輸出をしているとの回答は、11％にすぎない。輸出の全売上げに対する割合は、25％以下とするものがほとんどである（53％）。なお、輸出先はアメリカを中心としているが、対中国が増加していることは特徴的である。
６　現在の事業形態と将来の目標

現在の事業形態は、回答数551件中「商業化に向けた開発段階」が最も多く、156件（28％）、次いで多いのが、「研究開発や設計の受託」114件（21％）、「製品の自主生産」92件（17％）となっている。平成16年度調査と傾向はほぼ同じである。

将来の目標については、回答数503件中、「開発、設計した製品を他社に委託して生産」120件（24％）、「開発した技術のlicense out」が110件（22％）、「製品の自主生産」が86件（17％）となっている。平成16年度調査と比較すると、「開発、設計した製品を他社に委託して生産」が若干増加し、「開発した技術のlicense out」を上回った。

表2　大学等発ベンチャーが現在必要な公的機関の支援事業

	支援事業
	件数（複数回答）

	
	Ｈ16
	Ｈ17

	補助金、資金提供、金融支援
	81
	77

	販路紹介・仕事の紹介
	15
	16

	人材確保支援（報酬も含む）
	13
	15

	場所の提供とその充実・拡充
	12
	13

	（財務･会計等）経営支援･指導
	6
	8

	設備使用
	4
	7

	人的交流の場提供、ネットワーク作り、紹介、ビジネスマッチング
	2
	6

	税制優遇
	0
	6

	関連情報提供
	5
	5

	知的所有権に関わる支援
	5
	5

	発注、参入障壁撤廃
	2
	5

	債務保証
	1
	4

	技術援助
	3
	3

	役所の窓口整備・規制緩和
	1
	3

	人材育成
	2
	2

	PR（HP作成支援等）
	2
	2

	評価
	1
	2

	産学連携支援
	4
	1

	助成金情報の提供
	2
	1

	各種費用の低減
	0
	1

	息の長い支援
	2
	0

	書類作成、事務代行
	2
	0

	支援策の整理・体系化、手続きの簡素化
	1
	0

	業者の紹介
	1
	0

	計
	167
	182


株式公開については、平成12年度調査以来、IPOを目指す企業が、48件（66％）→60件（59％）→80件（53％）→112件（54％）→155件（58%）→152件（55％）と変化してきており、ここ数年55％程度でとどまっている。
また、設立後IPO「5年以内を目指す」企業が83件（30％）と「10年以内を目指す」企業が51件（19％）で、合わせて50％近くを占めている。5年以内にIPOを目指す企業が増加し、10年以内を目指す企業を上回っており、IPOの時期の目標が早まる傾向にある。

現在の成長段階は、回答数277件中、「事業開始期」が最も多く136件（49％）、次いで、「準備期」87件（31％）であった。また、バイオ･ライフサイエンス、ナノテクノロジー･材料といった分野では「準備期」である割合が高い（図7）。「成熟期」とする回答はバイオ･ライフサイエンスと電子･機械にそれぞれ1件ずつあった。全体にあまり変化はないが、準備期の割合が若干減少し、事業開始期や成長期が若干増加している。

７　現在の問題点

現在の問題点として、回答総数1,775件（複数回答）中、1,224件（69％）が、何らかの問題を抱えていることが判明した。選択肢中最も回答数の多かったものが「スタッフの確保」412件（35％）、次いで「資金調達」330件（27％）である（図8）。傾向は平成16年度調査からあまり変化はない。なお、全体で最も割合の高かった問題は「技術開発のためのスタッフの不足」（156件）に次いで「研究開発のための資金不足」（136件）、さらに「営業スタッフの不足」（123件）であり、昨年度調査の「技術開発のためのスタッフの不足」（139件）、「研究開発のための資金不足」（119件）、「運転資金の不足」（101件）と比較すると上位2つは変化がないが、資金不足よりもスタッフ不足の問題が大きくなる傾向にある。

８　起業時およびその後の経営で大学等に望むこと

起業およびその後の経営に関して、大学等に望むことについて、自由記入式で回答を求めたところ、起業時については、「（学内に）インキュベーション施設の提供」（16件）、「リエゾンセンター等のシステムの整備や職員の充実、質の高いベンチャー支援専任職員の育成・配置」（13件）、「出資、資金調達支援」（12件）等の要望が多かった。
一方、起業後については、「場所（インキュベーション施設）の提供、充実（実験対応型）、期間延長」（15件）、「出資、資金調達支援」（8件）、「販路紹介、営業支援」（7件）などが多く、場所や資金の問題は起業時と共通している。

図7　分野による成長段階

[image: image7.emf]（数値は件数／回答数277）
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（注）段階が各時期にまたがっているため、複数回答した企業を含む。

図8　大学等発ベンチャーの現在の問題点

[image: image8.emf]何かお困りの点はありますか（回答数：1,224）
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図8　現在の問題点：スタッフの確保の内訳　　　図9　現在の問題点：資金調達
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　 [image: image10.emf]資金調達（回答数：353）
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９　その他の問題点、感想

大学･高専発ベンチャーに、その他、起業等に関することで問題点、感想等、自由記入式で回答を求めたところ、平成16年度調査結果に引き続き、資金上の問題が最も大きいことがわかった。また、昨年度調査と同様、マネジメント能力の不足や起業後の経営難に関する意見が目立った。さらに、大学発ベンチャーを通じた社会貢献をするという記載が出てきたのが特徴的である。

10 平成17年度大学等発ベンチャー調査のまとめ

· 平成17年度大学等発ベンチャー調査の第一次調査結果については、平成17年8月末現在で、1,141社（平成16年度916社、24.6％増）であり、1998～2000年にかけての毎年倍以上の伸びと比較すると、近年は若干落ち着いている。しかし、2000年から1年間あたりのベンチャー設立数は毎年100社を超えている。
· 昨年度と比べて、全般に大きな変化はないが、資本金・社員数・売上高の平均値が減少し、若干小振りになっているものの、経常利益は改善をみせている。経常利益で赤字を出しているベンチャーは、昨年度調査の43％から37％に減少している。現在の事業形態では、28％が「商業化に向けた開発段階」にあると回答している。

· 設立年別の経常利益の状態をみると、1,000万円以上の経常利益を上げている企業は、どの設立年にもみられるが、2002年の設立をピークに、その前後で赤字の企業が多い。設立直後から3～4年は、軌道に乗せる重要な期間といえる。したがって、この間の大学等発ベンチャーそのものを対象とした支援プログラムの立案・実施の必要性が極めて高いと考えられる。

○　最も回答割合の高かったバイオ・ライフサイエンスと情報通信の分野に関して比較した結果、バイオ・ライフサイエンスの場合昨年度調査とあまり変化はみられず、資本金は巨額になりがちであるが、経常利益が二極化しているという傾向がみられる。一方、情報通信は若干の変化がみられ、資本金が比較的小さく、昨年度調査まで売上げや経常利益はあまり巨額にはなっていなかったのが、大きな経常利益を上げることのできる企業が一部に出てきていることが判明した。
· 将来像については、「開発、設計した製品を他社に委託して生産」や「開発した技術のlicense out」といった、自社の技術開発に専念しながら、それらを他者に委託生産したり実施をさせることを目標とし、5～10年の間にIPOを目指すという企業が多い。また、IPOの時期の目標は早まる傾向にある。なお、中国への輸出は増加傾向にある。
· 大学等からベンチャーへの支援は、起業時においても起業後においても増大した。特徴としては、特に大学･高専発ベンチャーでは、「役職等の兼業」が増加を示し、起業後の支援では「技術等の指導」が昨年度調査まで最も多かった「場所の提供」を逆転してトップに立った。大学･高専発ベンチャーと大学等との関係で、「現在も本務として大学に勤務している」場合や「共同研究」が大きな割合を占めていることと考え合わせると、大学等がベンチャーにより人的に、直接的に関与している場合が増大しているといえる。こうした中で、起業の動機で「社会貢献」が増加していることは注目に値する。これらを総合すると、大学等発ベンチャーが社会貢献を根本目的の一つとし、大学関係者がより人的に社会に関与するようになってきた今日、人事制度の整備や利益相反に対する透明性の確保などがますます重要となり、大学関係者が安心して産学連携に取り組むことのできる体制作りとその体制の迅速な対応が一層必要となってきているといえる。
· 大学等発ベンチャーの問題点としては、依然、スタッフの確保や資金上の問題が最も大きく、前者の割合は高まっている。企業内部の技術開発、営業、マネジメントの各種スタッフの不足状態を考慮すると、外部からの起業、経営、経理、法務等に関する専門家の支援がますます重要になるといえる。

· 大学等に望むこととしては起業時および起業後を通じて「インキュベーション施設の提供」や「出資、資金調達」が多く、公的機関の支援で役立ったものとして多数挙げられた「補助金」や「インキュベータ等の施設利用」と符合している。今後は、特に、大学等に対してはインキュベーション施設の確保が求められ、公的機関に対しては資金面での支援が求められている。
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